
下 水 道 事 業 会 計 予 算



　議案第３９号

　（総則）

第１条　令和３年度藤岡市下水道事業会計の予算は次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は次のとおりとする。

（１）接 続 戸 数 戸

（２）年間有収水量 ㎥

（３）一日平均有収水量 ㎥

（４）主な建設改良事業 

　　　　管渠建設改良費 千円

　　　　流域下水道建設負担金 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 千円 　第１款　下 水 道 事 業 費 用 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 　　第１項　営 業 費 用 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 　　第２項　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　特 別 損 失 千円

　　第４項　予 備 費 千円

626,403 625,813

令　和　３　年　度　藤　岡　市　下　水　道　事　業　会　計　予　算

8,900

1,840,000

5,041

397,040

15,493

収　　　　　　入 支　　　　　　出

1,000

254,655 533,378

371,748 91,380

55
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額222,818千円は、当年度分消費税及

　び地方消費税資本的収支調整額11,217千円、過年度分損益勘定留保資金30,945千円、当年度分損益勘定留保資金180,656千円で補てんするものとす

　る。）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 　第１款　資 本 的 支 出 千円

　　第１項　企 業 債 千円 　　第１項　建 設 改 良 費 千円

　　第２項　負 担 金 千円 　　第２項　企 業 債 償 還 金 千円

　　第３項　補 助 金 千円 　　第３項　水 洗 化 改 造 貸 付 金 千円

　　第４項　水洗化改造貸付金償還金 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

収　　　　　　入 支　　　　　　出

561,600 784,418

274,800 412,533

22,651 370,805

263,589 1,080

560

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

　年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式

で借り入れる政府資金・地方
公共団体金融機構及び銀行そ
の他の資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率。）

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権者と協
定するものによる。
ただし企業財政の都合により据置期間及び

償還期限の短縮、若しくは繰上償還又は低利
に借換することができる。

流域下水道事業 15,300

計 274,800

公共下水道事業 259,500

証書借入
又は

証券発行



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は600,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　下水道事業費用の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業に充てるため、他会計からこの会計へ補助を受ける金額は、377,919千円である。

　令和３年２月２５日提出

　令和３年３月１６日可決 藤岡市長　　新　井　雅　博

49,826
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下水道事業会計予算に関する説明書



令和３年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画　･･･････････････････････････････････････････････････････ ４

令和３年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　･･･････････････････････････････････････ ８

給与費明細書　･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ９

債務負担行為に関する調書　･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ １７

令和３年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ １８

令和２年度藤岡市下水道事業予定損益計算書　･････････････････････････････････････････････････････････ ２３

令和２年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ ２５

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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　収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　　　　考

１ 下水道事業 626,403

収益 １ 営業収益 254,655

１ 下水道使用料 211,702 下水道使用料収入（課税）

２ 他会計負担金 42,443 他会計負担金（不課税）

３ その他の営業収益 510 指定工事店指定証交付手数料（非課税）

２ 営業外収益 371,748

１ 賃貸料 102 施設使用料（課税及び非課税）

２ 他会計補助金 212,883 他会計補助金（不課税）

３ 長期前受金戻入 158,748 繰延収益（長期前受金）の償却（不課税）

４ 雑収益 15 排水設備台帳売捌代（課税）

令和３年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び収益的支出）

款 項 目



　支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　　　　考

１ 下水道事業 625,813

費用 １ 営業費用 533,378

１ 管渠費 22,478 下水道管渠の維持管理費用

２ 流域下水道維持管理費 101,634 利根川上流流域下水道（県央処理区）維持管理費負担金

３ 総係費 30,591 一般管理費

４ 減価償却費 378,675 資産の減価償却費（不課税）

２ 営業外費用 91,380

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 79,343 企業債利息（非課税）

２ 消費税及び地方消費税 12,037 消費税及び地方消費税

３ 特別損失 55

１ 過年度損益修正損 55 減免等に伴う調定減（課税）

４ 予備費 1,000

１ 予備費 1,000

款 項 目
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　収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的収入 561,600

１ 企業債 274,800

１ 企業債 274,800 公共下水道事業債、流域下水道事業債（不課税）

２ 負担金 22,651

１ 一般会計負担金 12,555 一般会計負担金（不課税）

２ 受益者負担金 10,096 下水道事業受益者負担金（不課税）

３ 補助金 263,589

１ 国県補助金 98,553 下水道整備事業補助金（不課税）

２ 他会計補助金 165,036 他会計補助金（不課税）

４ 水洗化改造 560

貸付金償還金 １ 水洗化改造貸付金償還金 560 水洗化改造貸付金償還金（不課税）

（資本的収入及び資本的支出）

款 項 目



　支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的支出 784,418

１ 建設改良費 412,533

１ 管渠建設改良費 397,040 管渠築造費

２ 流域下水道建設負担金 15,493 利根川上流流域下水道（県央処理区）建設負担金

２ 企業債償還金 370,805

１ 企業債償還金 370,805 企業債償還金（不課税）

３ 水洗化改造 1,080

貸付金 １ 水洗化改造貸付金 1,080 水洗化改造貸付金（不課税）

款 項 目

-7-



-8-

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益（損失）
　（２）減価償却費
　（３）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（４）長期前受金戻入額
　（５）引当金の増減額　（△は減少）
　（６）受取利息及び受取配当金
　（７）支払利息
　（８）未収金の増減額　（△は増加）
　（９）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（10）未払金の増減額　（△は減少）
　（11）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（12）利息及び配当金の受取額
　（13）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）他会計負担金等による収入
　（３）国庫補助金等による収入
　（４）貸付金の償還による収入
　（５）貸付金による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

13,000

令和３年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

△ 9,627,073
378,675,000

（単位：円）

0

△ 158,748,000
△ 202,000

0
79,343,000
1,137,880

0
△ 43,275,910

0
247,315,897

274,800,000

△ 79,343,000
167,972,897

△ 387,910,099
21,399,338

△ 1,080,000
△ 118,033,927

248,996,834
560,000

83,780,123
37,714,485

△ 370,804,608
0

△ 96,004,608

△ 46,065,638



１　総括 (単位：千円）

特別職 一般職 退　職

(人） (人） 給付費

(　)

7

(　)

7

(　)

0

　（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の職員数

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数

合　計
給　料 手　当 計報　酬

法定福利費

給　　　　与　　　　費

25,556 15,868 8,402 49,826

26,684 19,893 46,577 9,353 55,930

41,424

△ 951 △ 6,104△ 1,128 △ 4,025 △ 5,153比　較

前年度

本年度

区　　　　分
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(単位：千円）

特殊勤務 時間外勤務
手　　当 手　　　当

本年度 894 377 2,117 1,970 5,832 4,678 15,868

前年度 858 205 500 1,724 1,859 8,268 6,479 19,893

比　較 36 172 △ 500 393 111 △ 2,436 △ 1,801 △ 4,025

　（注）　・　本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，５０８千円が含まれる。
　　　　　・　本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額
　　　　　　２９４千円が含まれる。

区　分 扶養手当 住居手当通勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 計

手当の
内　訳



２　 給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額(千円） 説　　　　明

給　料 △ 1,128 給与改定に伴う増減分 －

普通昇給に伴う増加分 92 平均昇給率1.45％

その他の増減分 △ 1,220 構成の変動等

手　当 △ 4,025 制度改正に伴う増減分 △ 116 期末手当支給率の引下げ

（引下率0.05月）

その他の増減分 △ 3,909 構成の変動等

増減事由別内訳(千円） 備　　　　　考
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３　 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

(円） 297,585

(円） 361,868

(歳） 39.5

(円） 316,571

(円） 373,100

(歳） 42.9

（２）初任給

高　校　卒 150,600 150,600

短　大　卒 160,100 160,100

大　学　卒 182,200 182,200

高　校　卒 150,600 150,600

短　大　卒 160,100 160,100

大　学　卒 182,200 182,200

区　　　　　　　分 職員1人当たり

令和３年１月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

行政職(円）

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在

一般会計の制度

令和２年１月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

区　　　分 学　歴 行政職(円）



（３）級別職員数

級 職 員 数 ( 人 )

８　級

７　級

６　級 1

５　級 1

４　級 1

３　級 1

1

１　級 2

(　)

7

８　級

７　級

６　級 1

５　級

４　級 3

３　級 1

２　級 1

１　級 1

(　)

7

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の職員数

14.3 　主事・技師

　課長補佐

42.8 　係長・主査

14.3 　係長代理

区 分
行 政 職

構 成 比 ( ％ ) 標準的な職務内容

令和２年１月１日現在

　主任

計
(　)

100.0

　参事

14.3 　課長

14.3

令和３年１月１日現在

　参事

14.3 　課長補佐

14.3 　課長

　部長

28.5 　主事・技師

２　級 　主任14.3

14.3 　係長代理

14.3 　係長・主査

　部長

計
(　)

100.0
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（４）昇給

（人）

（人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（人）

（人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

(％）

2

5

100.0

7

　昇給に係る職員数 (B) 7

　職　　員　　数　 (A)

号給数別
内　　訳

比　率 （B）／（A）

行　政　職

令和２年１月１日現在
号給数別
内　　訳

比　率 （B）／（A）

5

100.0

　昇給に係る職員数 (B) 7

7

2

　職　　員　　数　 (A)

区　　　　　　　　　　　　　　　分

令和３年１月１日現在



（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

6月 (月分） 12月 (月分）

（　） （　） （　）

2.225 2.225 4.45

（　） （　） （　）

2.25 2.25 4.5

（1.175） （1.175） （2.35）

2.225 2.225 4.45

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

　支給対象職員の比率　　　　（％）

区　　　　　　　　　分

　給料総額に対する比率　　　（％）

　　　(令和３年１月１日現在）

有

区　　　　　分
支給期別支給率

行　政　職

一般会計の制度

　支給対象職員1人当たり平均支給月額(円）

前　　年　　度

本　　年　　度

備　　考支給率計(月分）
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

　特殊勤務手当の名称
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（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
（月分） （月分） （月分） （月分）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

一般会計の制度

(支給率等）

（８）その他の手当

区　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

区　　　分 その他の加算措置等 備　　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

同　　　　じ

一般会計の制度との異同 差異の内容

同　　　　じ

同　　　　じ



(単位：千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和３年度から 損益勘定留保資金等

令和４年度まで 500,000
ＪＲ軌道下下水道整備委託費 500,000 令和２年度 0 500,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項 限度額
前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額

左の財源内訳
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１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権
　　　ロ　ソフトウェア

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和３年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和４年３月３１日）

資　　産　　の　　部

18,424,188

（単位：円）

17,502,380,164
10,662,593,452

940,193,653

77,835,339

821,447
945,645,716

12,653,373,795

11,705,320,142

946,433,653

6,240,000

1,620,000

1,620,000

△ 6,839,786,712
137,434,591

△ 59,599,252
3,376,921

△ 2,555,474



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

37,714,485

15,315,637
△ 653,000 14,662,637

52,377,122

12,705,750,917
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 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,757,669,629
4,757,669,629

4,757,669,629

368,737,575
368,737,575

504,100
20,930,600

343,000
20,083,500

691,000
4,240,000

3,549,000

8,698,126,820

393,908,175

10,440,638,246

△ 3,409,066,378
5,289,060,442



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 負 担 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　当年度未処分利益剰余金（△未処理欠損金）

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

2,266,196,807

13,011,951

13,011,951

△ 14,096,087

△ 14,096,087

△ 1,084,136

2,265,112,671

12,705,750,917
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　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 １５年

　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　　　 ４年

　（２）　無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年

　２　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

　　の４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

　　込まれる額は、４，１８３，１４８千円である。



１　営 業 収 益
（１）　下 水 道 使 用 料
（２）　他 会 計 負 担 金
（３）　そ の 他 の 営 業 収 益

２　営 業 費 用
（１）　管 渠 費
（２）　流 域 下 水 道 維 持 管 理 費
（３）　総 係 費
（４）　減 価 償 却 費

　　　営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

３　営 業 外 収 益
（１）　賃 貸 料
（２）　他 会 計 補 助 金
（３）　長 期 前 受 金 戻 入
（４）　雑 収 益

４　営 業 外 費 用
（１）　支払利息及び企業債取扱諸費
（２）　雑 支 出

　　　経 常 利 益 4,205,986

87,368,000
16,167,014 103,535,014 291,488,986

146,356,000
13,000 395,024,000

110,000
248,545,000

△ 287,283,000

371,965,000 520,958,000
32,669,000
91,695,000
24,629,000

510,000 233,675,000
42,567,000

令和２年度藤岡市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：円）

190,598,000
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５　特 別 損 失
（１）　過 年 度 損 益 修 正 損
（２）　そ の 他 特 別 損 失

　　　当 年 度 純 利 益 （ △ 損 失 ）

　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 （ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ 4,469,014

△ 4,469,014

47,000
8,628,000 8,675,000 △ 8,675,000



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権
　　　ロ　ソフトウェア

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和２年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和３年３月３１日）

（単位：円）
資　　産　　の　　部

18,424,188

135,643,231
△ 52,941,252 82,701,979

17,101,923,971
△ 6,531,525,712 10,570,398,259

974,067,716

3,376,921
△ 2,402,474 974,447

995,952,107

1,100,000

11,646,566,589

986,592,107
9,360,000

1,100,000

12,643,618,696
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 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

83,780,123

16,453,517
△ 640,000 15,813,517

99,593,640

12,743,212,336



 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,851,607,204
4,851,607,204

4,851,607,204

370,804,608
370,804,608

307,960
58,796,250
5,102,300

64,206,510

3,722,000
720,000

4,442,000

439,453,118

8,427,730,648
△ 3,250,318,378

5,177,412,270

10,468,472,592
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 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 負 担 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　当年度未処分利益剰余金（△未処理欠損金）

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

2,266,196,807

13,011,951

13,011,951

△ 4,469,014

△ 4,469,014

8,542,937

2,274,739,744

12,743,212,336



　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 １５年

　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　　　 ４年

　（２）　無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年

　２　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

　　の４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

　　込まれる額は、４，２７７，１５４千円である。
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